
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度 圭
日

生
ロ

ロ
Ⅸ
↓
千業事

翌壁襲上宣型理壁畦△_重五Z二型 上二∠丞圭三二

1 事業の成果
地域猫活動、保護活動、ペット適正飼育をはじめとした動物愛護の普及啓発に関する事業を実施しつ

つ、 講演会や見学会の開催によるオンライン環境教育事業を行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 18.920 】千円)

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

だ款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

地域猫活動、
保護活動、ペ

ットの適正飼
育をはじめと
した動物愛護
の指導および
普及啓発に関
する事業

地域
おけ
ェク
活動
ムペ

して
動、
指導
,。

猫共生モデル地区に
るまちづくリプロジ
ト等について地域猫
の指導を行 う。ホー
ージを作成するなど
地域猫活動、保護活
ペットの適正飼育の
および普及啓発を行

通年

随時

大田区
品川区

日黒区
20名

大田区
品川区
日黒区

地域住民

2,000人 18.920

講演会や見学
会の開催によ
るオンライン
環境教育事業

YouTubeを 通 じて講演 。
保護動物の譲渡・地域猫
活動に関する動画をオン
ラインで発信する。

通年

随時

大田区
品川区

日黒区
4名

大田
品川
目黒

区
区
区

地域住民

2,000人 0

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

疋
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和3年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が生セヽ場合)
特定非営利活動法人 東京アニマルレスキュー

金   額

1

正会員受取会費
賛助会員受取会費

2

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金

4

事業収益
事業収益

受取利息

0

0

0

0

1

1

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

2

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
ホームページ

2

役員報酬

給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

0

18,920

18,920

18.92(

0

18.

当  期 減  額 A B -18.

過年度損益修正益

災害損失

当 :期 増  減 C D
-18.920

-18 920

科 日

A」 絶 需 収 盃

3 史 取 切 厩 霊 寺

5 その他の収盃

」又  喘卜  =十

署  用  計



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 アニマルレスキュー

上 目 金   額 小計・合計

産 ) 罰;

現金預金

未収金
棚卸資産

(1)有形固定資産
車両運搬具

什器備品

(2)無形固定資産
ソフトウェア

借地権

18,920 18,920

(3)投資その他の資産
敷金

長期貸付金

2

18.920 18.920

【A】 資 産 合 計 ①+② 18,920 18,920

】 負 の  部

未払金

預り金

長期借入金

退職給付引当金

【

負 )+④
財 産 の 部
正味財産額
:財産増減額

「 計

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 十 【B-2】

〒動 曰 信

・ ・ 。(3)
'色 イf雪予

目 情 合 計  ・ ・ ・ (4)



1

16

重要な会計方針
計算書類の作成は、

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

2.事 業別損益の状況

令和 3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

によっています。

科 目
事業 事業 事業 事 業

事業部門計 管理部門 合 計

I 経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

内容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

特定非営利活動法人 東京アニマルレスキュー



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

合 計

科 目 期首取得価額 取 得 減 少 減価償却累計額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

期末残高科 目 期首残高 当期借入 当期返済

合計

科 目

計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人との取引

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条 関係 )

令和 3年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人東京アニマルレスキュー

単位 :円
令 霜 ′1ヽ    =十 計

現金預金

手元現金
○○銀行普通預金

〇〇事業未収金
▲▲事業未収金

販売用寄附物品

1

車両運搬具

事業用車両

):') a>

ソフトウェア
オヘレーションシステム
文書編集ソフト

○○市事業所

敷金

〇〇市事業所

○○銀行

【A】 資 産 合 計 ①+②

-1】 負 の 剖 S

未払金
○月分給与
○月分社会保険料

源泉徴収税

長期借入金
○○銀行借人金

職 員

(

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

科 日



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 懸卍言席雛認F偏毅結1繋l,ξ尚赫縫類覗賜所並

特定非営利活動法人 東京アニマルレスキュー

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

図以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
図各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受 けた期間

(該当者のみに記入)氏    名

カト
゛
サカ  ナオミ 年  月  日

年  月  日

年 月

月

日

日年門坂 直美

ヨシウチ  ミス
ヾ
エ 年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日吉内 瑞絵

ニシタ リカ 年

年

月

月 日

年

年

月

月

日

日西円 里佳

И
４

′
´~｀
ヽ理事

Q菫三J
オハ
゛
タ  チツ
｀`
ル 年

年

月

月

日

日

年

年

月   日

月 日小畑 千鶴

理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

理事・監事

年 月

月

日

年 日

年 月

月

日

日年

理事・監事

年 月

月

日

年 日

年  月  日

年  月  日

理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

/´ ｀ ヽ

く琶1シ監事

/´｀ヽ

翌ヽLり監事

ノ
″ ~｀
ヽ

(翌ニリ監事



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人東京アニマルレスキュー

氏    名

門 坂 直 美

2
吉 内 瑞 絵

3
西 円 里 佳

4
小 畑 千 鶴

5
中 村 廣 子

6
円 中 良 子

７

′

會 田 喜 美 代

8
笹 沢 小 夜 子

9
小 畑 明 彦

10
小 畑 光 彰

11

12


